
■自主財源�
市が自ら調達することができる収入。市税をはじめ、基金など
からの「繰入金」、市営運動施設使用料などの「使用料及び手
数料」、保育料などの「分担金及び負担金」など�
■依存財源�
自主的に収入できる自主財源に対し、国や県の決定や割り当て
に基づいて収入するもの�

国民健康保険 106億6,451万円 100億7,208万円 5.9�
後期高齢者医療保険 9億2,272万円 10億859万円 △ 8.5�
介護保険 78億8,238万円 73億8,789万円 6.7�
公共用地取得 3億7,754万円 3億6,199万円 4.3�
掛川駅周辺施設管理 1億1,061万円 1億1,505万円 △ 3.9�
簡易水道 1,385万円 1,640万円 △ 15.6�
公共下水道事業 25億7,581万円 23億7,243万円 8.6�
農業集落排水事業 2億2,662万円 2億2,930万円 △ 1.2�
浄化槽市町村設置推進事業 3億3,636万円 2億2,880万円 47.0�
上西郷財産区 157万円 166万円 △ 5.4�
桜木財産区 5万円 10万円 △ 43.8�
東山財産区 259万円 296万円 △ 12.5�
佐束財産区 1,423万円 761万円 87.1�
老人保健 － 162万円 △ 100.0�
温泉事業 － 1億7,562万円 △ 100.0�
 計 231億2,884万円 219億8,210万円 5.2�
病院事業 88億9,476万円 98億4,584万円 △ 9.7�
水道事業 39億8,813万円 44億1,113万円 △ 9.6�
 計 128億8,289万円 142億5,697万円 9.6�
 合　　　計 779億9,173万円 769億3,907万円 1.4

 財政課（　21-1197）�
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 会　計　区　分 平成23年度 平成22年度 前年度比（%）�
  419億8,000万円 407億円 3.1

平成23年度の当初予算（案）がまとまり、2月28日から始まってい
る市議会2月定例会で審議されています。�
一般会計は、419億8,000万円、前年度比3.1%増となりました。

これは、子ども手当などの社会保障費の増や合併推進道路整備、新病
院アクセス道路整備などの増によるものです。なお、景気持ち直しの
動きにより、市税収入が9億759万円増加しました。�
特別会計は、13会計で231億2,884万円、前年度比5.2%増、�
企業会計は、2会計で128億8,289万円、前年度比9.6%減で、�
市全体の予算総額は、779億9,173万円、前年度比1.4%増と�
なりました。�
「希望がみえるまち、誰もが住みたくなるまち掛川」の実現に向け、
「3つの日本一のまちづくり」など、重要施策を予算化しました。�
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■多様な産業が調和しながら発展し、�
　市民が豊かに暮らせるまち �
緊急雇用対策事業費 1億8,002万円�

産業立地奨励事業費補助金（新） 8,259万円�

市街地再開発事業費 7,353万円�

日本一茶産地推進事業費 910万円�

経営体育成基盤整備事業（西大渕、山崎、下土方、大渕）�
 1億1,137万円�

■利便性に優れ、快適な暮らしを創出できるまち �
合併推進道路整備事業費 10億8,523万円�

新病院アクセス道路整備事業費 6億4,401万円�

バス交通対策事業費 1億5,089万円�

光ファイバ網整備事業補助金（新） 1億4,100万円�

■災害に強く、市民が安心して暮らせるまち �
小・中学校校舎補強等事業 4,170万円�

建築防災対策事業費 6,596万円�

中東遠消防指令センター整備負担金（新） 3億1,272万円�

消防団活動費 1億9,872万円�

同報無線・防災ラジオ整備事業費 3,675万円�

■協働の力にあふれ、効率的で良質なサービスが�
　提供できるまち �
自治基本条例策定事業 122万円�

南郷地域生涯学習センター建設事業費 9,000万円�

（仮称）原泉さくら咲く学校整備事業（新） 510万円�

�

「3つの日本一のまちづくり」関連事業費（上記事業費を含む）�
●市民活動日本一のまちづくり関連事業 2億8,177万円�
自治基本条例策定事業、南郷地域生涯学習センター建設事業費、�
（仮称）原泉さくら咲く学校整備事業など�

■生涯にわたり自己を高め、心豊かに暮らせるまち �
英語教育充実事業 3,508万円�

さかがわ幼稚園改築事業（新） 3億2,276万円�

中学校区学校支援地域本部事業（新） 78万円�

大東体育館整備事業（新） 2,900万円�

地域伝統文化総合活性化事業費（新） 798万円�

■地球環境を守り、豊かな自然と人が�
　未来に向かって共生するまち �

新エネルギー等普及促進事業費 1,423万円�

剪定枝等処理事業費 1,191万円�

不法投棄対策事業費 384万円�

合併浄化槽設置補助金 6,959万円�

有害獣被害防止対策事業費 947万円�

■市民だれもが健康で幸せに暮らせるまち �

放課後児童健全育成事業費 1億1,549万円�

子ども手当 26億5,630万円�

新病院建設関連事業 4億1,158万円�

子ども医療助成事業費（小学校4～6年生通院助成開始） �
 2億6,462万円�

地域医療整備事業費（南部ふくしあ整備など） 4,710万円�

感染症予防事業（子宮頸がん、ヒブワクチン、肺炎球菌ワクチンの�
予防接種など） 4億3,592万円 �

高齢者配食サービス事業 4,791万円�

●健康医療日本一のまちづくり関連事業 38億5,266万円�
新病院建設関連事業、子ども医療助成事業、南部ふくしあ整備など�

●環境日本一のまちづくり関連事業 34億4,316万円�
水質浄化、新エネルギー等普及促進事業費、ごみ減量対策費など�

※老人保健特別会計及び温泉事業特別会計は、平成22年度末をもって廃止となります。�

市債�
40億260万円（9.5%） 

県支出金�
25億1,732万円（6.0%）  �
�

財産収入�
2,351万円�
（0.1%）�

利子割交付金�
4,700万円（0.1%）�

配当割交付金�
3,000万円（0.1%）�

交通安全対策特別交付金�
2,640万円（0.1%）�

ゴルフ場利用税交付金�
8,370万円（0.2%）   

寄附金�
5,357万円�
（0.1%）�

自動車取得税交付金�
1億6,800万円（0.4%） �
�

地方交付税�
34億7,000万円（8.3%）�

地方消費税交付金�
12億8,000万円（3.0%） �
�

地方譲与税�
5億7,200万円（1.3%） �
�

地方特例交付金�
2億4,100万円（0.6%）  �
�

分担金及び負担金�
4億6,597万円（1.1%）�

繰越金�
4億5,000万円（1.1%）�

60.0％�40.0％�

�

市税�
200億6,806万円�
（47.8%）�

国庫支出金�
43億5,777万円（10.4%）  �
�

自主財源�依存財源�

株式等譲渡所得割交付金�
980万円（0.0%）�
�

諸収入�
28億4,109万円 （6.8%）�

繰入金�
7億3,608万円 （1.7%）�

使用料及び手数料�
5億3,613万円（1.3%）�

民生費�
114億801万円�
（27.2%）�

農林水産業費�
12億7,554万円�
（3.0%） �
�

消防費�
15億4,467万円�
（3.7%） �
�

労働費�
15億4,334万円 �
（3.7%）�

商工費�
3億9,198万円 （0.9%） �
�議会費�
3億5,345万円（ 0.9%）�

予備費�
2億2,243万円（0.5%）�
�
災害復旧費�
1億6,833万円 （0.4%）  �
�

公債費�
52億8,855万円�
（12.6%） 土木費�

51億2,790万円�
（12.2%） 

教育費�
52億6,385万円 �
（12.5%） �
�
�

総務費�
45億8,348万円�
（10.9%） �
�
衛生費�
48億847万円�
（11.5%）�
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